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メールマガジン＜オルタ＞2019/06/05 年 1 月 20 日	

トランプ「革命」と習近平「構造改革」が開く新世界	

―見えてきた「アメリカ後」の世界（３）―	

	

1、トランプ対中貿易戦争のもたらすもの	

2、「米国一極支配」を崩すトランプ「革命」	

3、「世界一の強国（軍事・ハイテク）」を死守したい米国	

4、根底にある文明論的危機感	

5、安倍・対中政策転換のジレンマ	

6、米国が感じる対中「脅威」の 2大要因	

（1）「中国製造 2025」	

（2）「一帯一路」イニシアティブ	

（3）「一帯一路」の文明史的意義	

むすび	

	

・「イノベーションも言論の自由も市場の健全性もない中国が覇権を握ることはない」「（知財を

盗んで肥大化する中国は）２０年後は世界で最も貧しい国になる」（ヒラリー・クリントン	 １

２年ハーバード大での講演で	 Money	 Voice	 18.9.30）	

・「革新的企業の数は中国が世界 2 位。特許件数は米国に次いで２位（特許出願件数の世界 1，2

位は中国の ZTE、ファーウエイ）…中国はすでに知的財産権を創出する大国になった」（華春

瑩・外交部報道官	 CRI	 18.7.13）	

・「人工知能やロボティクス、フィンテックなど世界的に注目を集める次世代産業において、中

国の存在感が急速に増して（いる）…中国がハイテク業界の覇者になる日は近い」（Money	

Voice	 18.7.29）	

	

１、トランプ対中貿易戦争のもたらすもの	

	

２０１７年１１月、トランプ大統領は APEC や東アジアサミット出席のため、初のアジア歴訪(日

韓中越など)の旅に出たが、ハイライトは中国訪問だった。就任いらい貿易問題で中国を批判し、

台湾に肩入れする発言をしていたので、初の訪中で米中関係がどうなるか、世界が注目していた。

★来日の仕方に問題あり，横田からの入国は日本を属国扱いだ。	

	

ところがトランプは、中国側が用意した２８兆円にのぼる民間ビジネスの成約、習主席自らの故

宮案内など手厚い特別待遇に配慮してか、中国批判を封印し、「貿易問題で中国に責任はない。放

置してきた歴代大統領の責任だ」と異例の発言をしたうえ、「習近平国家主席は偉大な指導者だ」

と称賛するスピーチまでして米中友好を演出して見せた。	

	

しかし、それから４か月後の１８年３月、この友好ムードは一変する。トランプが一転して中国

に貿易戦争を仕掛けたからだ。知的財産権侵害に対する制裁を名目に、自動車、半導体など５００
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憶ドル相当の製品に２５％の追加関税を課し、さらに７月には６０００品目、２０００億ドル相当

の製品に１０％(１９年１月から２５％)の追加関税を課するリストを発表し、９月２４日に発動し

た(対中輸入額の半分に当たる。但し１月からの２５％は米中首脳会談で９０日間凍結)。	

	

これに対し中国は「国の核心的利益と国民の利益を守るためには、迫られれば必要な反撃を行わ

ざるを得ない」「米国の（中国）いじめのような貿易覇権主義や、極限まで圧力をかけるやり方に

中国は脅かされることはなく、中国経済が崩壊することもない。逆に、我々は試練を発展に変え、

中国経済のモデル転換と高度化、及び質の高い発展を押しすすめる考えだ」(商務部高峰報道官	 チ

ャイナネット 18.7.8	 9.28)との立場を表明し、相応の報復措置を取りつつ一歩も引かぬ構えを示

していた。米国が打診した事務レベルの協議再開にも応じなかった。ただし、高峰報道官によると

「１１月１日両国の元首が電話会談して以降・・ハイレベルの接触を既に再開」（日経 18.11．16）

していた。それが G２０での米中首脳会談(12.1)で一時休戦の合意につながったようだ（各紙

18.12.3）。	

	

この貿易戦争が中国経済に一定のダメージを与えることは間違いない。中国の対米輸入は１３０

０憶ドルで報復にも限度がある。事実、株価は下がり、元安や成長率減速（6.7 から 6.5）、個人消

費の落ち込み、雇用情勢の悪化も起きており、下火になっていた「中国崩壊論」がまたぞろ勢いづ

いている。	

	

★「中国経済は虫の息」「中国は破滅寸前」「習近平政権崩壊の危機」と言った論調が花盛りだ。

こうした論調は日本で特に盛んだ。「貿易戦争は米国が圧勝する」「中国は白旗上げる寸前」と言っ

た解説を NHK までやっている。欧米の主要メディアが「貿易戦争に勝者はいない。世界経済にマイ

ナスだ。保護主義は誤りだ」と主張しているのと対照的だ。	

★１８年の中国自動車生産台数は 2870 万台（米の 2.3 倍）で前年比 4.2％の減、販売台数は 2808

万台で前年比 2.8％の減だったが、これを日本の新聞は米中貿易戦争による深刻な打撃と報じたが、

英 FT 紙は「車所有という＜米の夢＞は中国でも消えつつある。所有からシェアリングへの転換が

起きている」と冷静、かつ客観的に報じている（1.16）。	

	

しかも、反中論者はこの貿易戦争が中国の直面する「構造改革」－産業構造の高度化、国有企業

の改革、内需主導型経済への転換、沿海部対内陸部の格差是正などーを促進し、★中国経済を強化

するアクセルになることを見ていない。（ロイターはこれを指摘していた）	

	

当然、米側のリスクも大きい。株価も大幅に乱高下している。米 NYT 紙は「これは両国の工業と

消費者に被害をもたらす貿易紛争の重大なエスカレートだ。これらの関税措置は、中国製品に依存

する米国の消費者と企業、特に農家と製造メーカーに大きな影響を及ぼす」と書いた（チャイナネ

ット	 18.8.6）。製造業の景況感も１０年ぶりの大幅下落をみせた（日経	 19.1.4）★中国嫌いの

米国主婦が「中国製品を一切使わないで暮らそうとしたが、できなかった」という本も出ている。	
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GM が突如発表した(11.27)５工場閉鎖と従業員 1．５万人削減計画は、貿易戦争のブーメラン効

果であり、トランプ熱烈支持の白人労働者層を失望させた。★アップルの株価が暴落し、米国の株

価下落の引き金になったが、中国市場での iPhone の売り上げ減少が原因だった。CEO のティム・ク

ックは「中華圏（大陸、香港、台湾）での減速の巨大さを予測していなかった」と嘆いている

（Newsweek1.15）が、車の売り上げも落ちており、対中強硬派も影響の大きさに少し慌てているよ

うだ。１５０の業界団体で組織する「自由貿易支持米国人連盟」は G２０へ出発前のトランプに、

米国経済と市民生活を傷つける貿易戦争を止めるよう要望した（同上 11.29）。	

	

米中経済は過去４０年間で相互依存を深めており、貿易規模は 7000 億ドル、米国企業の中国で

の営業額も 7000 億ドル、利益も 500 億ドルを超えている。安く品質のいい中国製品は米国家庭に

広く浸透し、とくに中低所得者の実質購買力を引き上げている。農業でも１７年には農民一人当た

り1万ドルを中国に輸出している(大豆は５７％)。飛行機の 25％、自動車の２０％、半導体の14％、

綿花の１７％がいずれも中国向けだ。サービス貿易でも 540 億ドルの黒字を稼いでいる(３百万の

観光客や 42 万人の留学生の消費など)。「こうしたことからわかるのは、中米貿易における利益は

ほぼバランスしており、純利益では米国側が優勢だということだ…＜米国大損論＞とはいかに説得

力なき叫びであろうか」（CRI 時評 18.9.25	 数字データも同じ）と中国側は見ている。	

	

世界経済への影響も大きい。英紙「フィナンシャル・タイムス」は「トランプが中米貿易戦争に

勝てるという考えは間違いだ。貿易戦争に勝者はいない…その結果はルールに基づいた貿易体制が

破壊され、米中関係が損なわれるうえに、世界に不安定要素が多くなる」と書いている（ＣＲＩ	

18.10.5）が、米中貿易戦争が長期化すれば世界経済は混乱し、大不況の引き金になる恐れがある

との見方が大勢だ。	

	

そこで米中首脳は、米中国内に起きている大きな影響や世界に広がる強い懸念を受けて、年末、

急遽電話会談をして対応を協議し、１月早々の次官級協議の開催を確認した。会談後トランプは「電

話で長く、とても良い話をした…取引は非常にうまくいっている。もし（合意が）成立すれば・・

非常に包括的なものとなるだろう。大きな進展がなされている！」とツイートしている（AFP＝時

事 18.12.30）	

	

2、「米国一極支配」を崩すトランプ「革命」	

	

トランプが掲げる第一の政治スローガンは「アメリカ・ファースト」である。国際問題への過剰

な関与、干渉を止めるか、縮小し、政治、経済、外交、安保などあらゆる面で国益優先、国内優先

に重点を置くことだ。確かに、ホームレスが増え、フードスタンプ受給者が人口の２１％（６．８

００万人、４人世帯で月収２５万円以下が対象、１人月１００ドル程度）を超え、中間層が没落し、

格差と分断が深まり、★テロとの戦争１８年で国民の厭戦気分が高まるなど、米国社会の疲弊ぶり

や国家財政の借金漬けを見ると、世界に７００か所も軍事基地を置き「世界の警察官」などやって

いられない状態であることがわかる。★なぜ日本に米軍基地が多いか。日本が駐留費の７５％を負
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担しているので本国より安いから（米軍元高官）	

	

最近（１２月）マティス国防長官の反対を抑え、シリアからの米軍撤退、アフガン派兵の半減を

決定したのもその表れだ。これについてトランプは「米国は中東の警察官になりたいのか。他人を

守るのに貴重な命や何兆ドル（イラク戦争に３兆ドル）を費やしても何も得るものはない」とツイ

ートしている（日経	 18.12.22）。★トランプ戦略で行くと、韓国、日本駐留米軍の縮小、撤退も

時間の問題と見られているが、これに対し軍産派が激しく抵抗している。★この 1 月、ポンペオ国

務長官があわただしくエジプト、サウジ、イラク、レバノンなど中東９か国を訪れ「米国は中東か

ら撤退しない。共同でイランの脅威に対抗しよう」と説得して回っている（カタール、オマーン、

クエートは同調しなかった。CRI	 1.15）。	

	

対外政策で弱腰と見られれば、軍産派やタカ派から激しく突き上げられ、潰されかねないので、

一気には止められない。最近のイランに対する苛酷な制裁をはじめロシアや北朝鮮、トルコ、中南

米などへの相次ぐ制裁や干渉、軍事費の増強、さらに今回の対中貿易戦争など、従来からの覇権国

型政策もいぜん続いているのはこのためだ。★ベネズエラ＝反米の闘士チャベス大統領の後継者マ

ドウロを米は拒否、親米反政府の野党指導者を支援し、中露は内政干渉と反発ー沖合に米艦隊―ロ

シアは爆撃機派遣でで牽制	

	

同時に、他方、トランプは戦後アメリカが主導してきた自由貿易やグローバリズムを「国益を損

なう」として否定し、反対に保護主義を強め、TPP から離脱し、NAFTA を自国優位の USMCA に衣替

えし、関税を盾に EU や日本などの同盟国にも強硬姿勢を取り、パリ協定からの離脱や国連軽視（分

担金滞納、人権理事会や UNESCO からの脱退など）など、米国が主導してきた世界秩序を自ら弱体

化させ、国際協調や多国間主義を嫌い、同盟関係にひびが入ることも辞さない姿勢をとっている。

★NATO 批判、離脱の恫喝	

	

昨年９月の国連総会でのトランプ演説に世界は驚いた。国連外交の檜舞台でグローバリズムを拒

絶し、米国第一主義を訴え、同盟国や国際機関に恫喝まがいの言葉を浴びせたからだ(朝日	 18.9．

29)。米ノーベル賞経済学者スティグリッツは「トランプの米国は（昔の北のように国際法を無視

する）＜ならず者国家＞」になったと断じている（日経 18.4.10）。	

	

１昨年（１７年）いらい米国の世界的孤立は著しい。「５月の先進国首脳会議（G７）の討議は１

対６、７月の G２０首脳会合は１対１９の構図となった。いずれも米国の孤立である」（東京社説	

17.7，20）。昨年の APEC や G２０首脳会議でも保護主義と対中牽制を変えず、APEC では共同宣言を

出せなくしてしまった。	

	

とくに「米欧共同体」と見られてきた EU の中核・仏、独との不和が深まっている。仏のマクロ

ン大統領は国連演説で「(国連の原則である)多国間主義を侵食することは認められない」とトラン

プを厳しく批判したし、独メルケルも「相互依存の関係や伝統的な結びつきを無視する動きが起き
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ている」とトランプに不信感を募らせている（日経 18.11.13）。世論調査でも「トランプ政策によ

って、世界をより危険にしている」と感じている独国民が６９％を占めている（毎日	 18.9．7）。

★EU も BREXIT や各国の反 EU 気分の高まりで求心力が落ちているが、米の NATO 離脱の動きで EU

独自軍創設への動きを強めるだろう。	

	

ロシアが支援したアサド政権の勝利で終わったシリア内戦の終焉を機に、中東の覇権もほぼロシ

アに移った（★ポンペオの説得にもかかわらず、エジプト、サウジ、イスラエルはロシアと中国に

接近）。東アジアでは中国の存在感が圧倒的で、米国のアジア覇権も失われつつある。中南米、ア

フリカでも米国の影響力が薄れ、中国が存在感を増している（中国と中南米の貿易はこの数年で急

増し、2500 億ドル近くなった★極右大統領誕生で伯はどうなるか）。こうしてほぼ一世紀にわたっ

て続いてきた米国の世界覇権、とくに１９９１年のソ連崩壊後の「米国一極支配」はいたるところ

で解体しつつある。まさにトランプ「革命」と言ってもいい程の大変化であり、トランプの国連演

説での「自画自賛」とは別の意味で、「歴代大統領がなしえなかった」“偉業”であるといっていい。	

	

３、「世界一の強国（軍事・ハイテク）」を死守したい米国	

	

しかし「アメリカ・ファースト」にはもう一つの面がある。それは「アメリカを再び偉大な国に」

のスローガンに表わされている。アメリカは世界覇権崩壊(むしろ放棄)後も、軍事やハイテク面で

世界ナンバーワンの地位を守り抜く、他の国が米国に取って代わることは許さないということだ

（しかし、米国の国際政治学者イアン・ブレマーは２年前に「（今の世界では）中国が最も実力あ

る国であり、米国は 2 位だ」と断言している）（米誌『タイム』17.10）。	

	

米国の対中強硬姿勢は、世界ナンバーワンの地位が中国に脅かされていることへの危機感の表れ

である。ペンス副大統領は「新冷戦宣言」とも呼ばれた昨年１０月４日の演説で「<中国が米国の

民主主義に干渉している>と強い言葉で非難し、中国が米国の脅威となっている点を強調」したが、

すでに「トランプ政権は１昨年（１７年）策定した国家安全保障戦略で、中国を<競争国>と位置づ

け、経済力、軍事力を動員して封じ込める意思を示し」ていた(朝日	 18.10.6)。	

		

中国を「不倶戴天」の国と言わんばかりに全面攻撃したペンス演説に、中国は「こじつけ且つで

たらめで根拠のないものだ」として「断固たる抗議」を表明したが、対応は抑制的で、米中対立が

世界を不安定化することを危惧している。★この抑制的態度を中国の後退、敗北との見方をするも

のが多いが、世界を不安定化させたくない中国の大国としての責任意識に立った戦略的対応だと見

るのが正確だろう。（最近中国で毛沢東の『持久戦論』の解説本がベストセラーになっているのは

象徴的だ。これは３８年に書かれた抗日戦争の戦略を説いたもの。①日―戦略的攻勢、中―戦略的

守勢②日―戦略的守勢、中―反抗準備③日―戦略的退却、中―戦略的攻勢、決戦へ）	

	

ペンス演説には米国内でも批判が多い。キッシンジャー元国務長官も「今は（米国の）根本的国

益は何かをはっきりととらえるべき時で、両国間にある紛争に目をふさがれ、問題をとらえる角度
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を誤るべきではない」と忠告している（CRI 時評 18.10.5）。	

	

こうした米国の強硬な対中姿勢は、２１世紀に入って、日本が GDP で中国に追いつき追い越され

始めるにつれて、反中、嫌中ナショナリズムが高まり、安倍の中国脅威論がマスコミを席巻し、安

倍自ら中国包囲網構築に世界を飛び回った状況に似ている。	

	

スティグリッツ（前出）は「２０１４年は米国が世界最大の経済国である最後の年になるだろう。

２０１５年には中国が最大となり、長期にその座を占める」(VANITY	 FAIR１４年１月号、<孫崎享

チャネル 14.12.21)と言っているが、これは購買力平価での比較で、名目 GDP での交代はまだ１０

年先と予測されている。一人当たり GDP では中国はまだ８０００ドル台で世界７４位だ(８位の米

国が 59.500 ドル、２５位の日本が 38.500 ドル＜IMF	 	 18.4＞。中国が自らを「最大の発展途上

国」と言っているのはこの意味だ)。しかし、あらゆる面でヒタヒタと追い上げてくる中国に、米

国が脅威を感じ、危機感を募らせているとしても不思議ではない。	

	

4、根底にある文明論的危機感	

	

もう一つ重要な点は、米国（並びに西欧）のエリート支配層には文明転換への危機感があること

だ。中国を頭とする新興国・途上国の台頭により、２００年にわたる西洋文明の世界支配が終わる

のではないか、という危機意識が強まっているのだ。英国の中国研究者マーティン・ジェイクスは

次のように書いている。	

	

「中国の大国化によって最もひどく精神的ダメージを受けているのは西洋である。中国が今まさ

に超えようとしているものこそ、西洋の歴史的地位なのだから。中国が西洋を超えるという事態が

意味するものは極めて大きい。2 世紀以上にわたって西洋は…世界に君臨した。（しかしもはや）世

界政治の主役ではないのだという事実をヨーロッパは受け入れざるを得なかった…（この）喪失感

は、ヨーロッパ諸国に多くの精神的衝撃を与えた」（『中国が世界をリードするとき』NTT 出版 2014）	

	

5、安倍・対中政策転換のジレンマ	

	

最近、遅ればせながら日中関係改善への動きが強まっており、安倍首相の訪中もあったが、その

背景は経済界を含む日本の支配層に対中認識で微妙な変化が起きているからだ。２１世紀に入り中

国の GDP が徐々に日本に迫り、２０１０年にはついに追い抜かれ、アジア１位、世界２位の地位を

失ったが、その差はまだ３０００億ドル程度で、再逆転も可能な規模だったので、「中国何するも

のぞ」の雰囲気がまだあった。	

	

しかし、その後年々格差は拡大し、１７年には 2.5 倍以上の開き（中国 12 兆ドル、日本４．８

兆ドル、米は１９．５兆ドル）になってしまい、再逆転はありえなくなった。他方、米国との貿易

は先細りだ。もはや中国は敵対するどころか、共存して実利を得た方が得だとの判断がつよくなっ
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てきた。ドイツの有力誌『デア・シュピ－ゲル』のワーグナー東京支局長も「率直に言って日本が

中国と（経済や軍事で）競争するのは無理です。競争しても勝てるはずがない・・それよりも、日

本の持ち味である平和で魅力的な社会というソフトパワーを発揮することです」と言っている（『サ

ンデー毎日』18.11.25）。	

	

しかし安倍首相の歴史認識は変わっておらず、背後にはアミテージら軍産派や日本会議などの右

派勢力の圧力もあるので、依然「インド太平洋戦略」（最近「構想」に改めた）を提唱し、米・豪・

印・ASEAN などと組んで中国牽制を強める姿勢も崩していない（豪、印、ASEAN とも中国の急激な

勢力拡大には批判的だが対抗する気はない）。	

	

ペンス副大統領は１１月、東アジアサミット（シンガポール）や APEC（PNG）の場で、「一帯一

路」に対抗して６００億ドル（6.8 兆円）のインフラ投資を表明するとともに、「米国のインド太平

洋における関与は揺るがない」と述べ（朝日 18.11.13）、中国への対抗心をむき出しにした。安倍

首相もペンスの驥尾に付し１．２兆円の協調投資を約束する一方、水陸機動隊創設、日米合同離島

奪還訓練、南シナ海での潜水艦訓練、米の「自由な航行」作戦の支援（戦闘機による B５２の護衛

など）、米国高額武器の爆買い、空母２隻保有といった軍備増強など、中国への対抗姿勢を続けて

おり、中国が安倍首相に心を許すはずがない。	

	

６、米国が感じる対中「脅威」の 2 大要因	

	

ペンス副大統領が憎悪に近い表現まで使って対中強硬論を吐き、議会でも反中派が多数を占め、

世論も反中に傾いてきているようだが、米国がここまで危機感を募らせている直接的な要因は２つ

ある。「中国製造２０２５」と「一帯一路」だ。	

	

①	「中国製造２０２５」	

「中国製造２０２５」は１５年に発表された中国の産業政策であり、１０の分野（次世代 IT、

ロボット、航空・宇宙、海洋、新素材、バイオなど）を定め、２５年までに「世界の製造強国の一

つに」、３５年までに「中位に」、４９年（建国１００周年）までに「製造強国のトップ級に」なる

ことを目標に掲げ、R＆D 投資の増強、知財の獲得に力を入れようとしている。	

	

「中国製造２０２５」は４年も前に発表されたものだが、今回の貿易戦争への引き金になってい

る。中間選挙後の記者会見で、トランプは「＜中国製造２０２５＞はとても無礼だ・・・２０２５

年に経済面で世界支配を目指している」（日経	 18.11,8）と述べている。商務省のピーター・ナバ

ロ局長も「中国は臆面もなく＜中国製造 2025＞を宣言した。これは世界に対し＜今後はわれわれが

すべての新興産業を牛耳る。お前たちの経済に未来はない＞と宣言したのに等しい。該当分野は AI、

ロボット、量子コンピュータなどだ…これは米国への＜直接的脅威＞になる」と警告している

(China	 news	 18.7)。	
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これに対しこの報告書の作成にもかかわった蘇波(元工業情報化部副部長)は、これは新たな産業

革命への中国の対応策をまとめたもので「米国の批判には何の根拠もない」と反論したうえで「今

回の貿易戦争はもはや単なる貿易戦争ではない。その実体は貿易の名のもとに、中国のハイエンド

製造業の発展に圧力をかけ、中国の台頭を抑制することで、長期にわたり自国の経済的優位と政治

的覇権を保とうとするものだ…この戦いはすぐ終わることはなく、今後ますます複雑になり、深刻

化、長期化していくだろう…こうした現実を十分認識し、動揺せず、備えていかなければならない」

と述べている（前掲誌。最近中国は米側の過剰な反応を懸念し、表現をやわらげ宥和を図ろうとし

ている）。	

	

確かに米国の製造業はグローバル経済下で空洞化して競争力を失い、工業地帯は「サンベルト」

になっている。軍事工場も精密機器やハイテク用の希少物質、部品などをドイツ、中国に依存して

おり（MoneyVoice18.11.18）、このままでは「軍事強国」を維持できなくなる。米国の危機感の根

は深い。	

	

★中国の世界的通信機器企業で５G 技術の先頭を走る HUAWEI	や ZTE に対する取引停止や幹部逮

捕などはその表れだ。「５G は現行の携帯電話サービスと比べて実効速度は１００倍、通信の遅れは

わずか１ミリ秒という特徴を持ち、自動運転や遠隔医療など単なる通信を超えて社会基盤になる可

能性がある。世界経済に与えるインパクトも大きく・・その経済価値は３５年までに１２．３兆ド

ル（１３５兆円）に達する見込み」「米国が劣勢にある５G だが、中国に追いつき追い越すまで、中

国の独走と技術発展を徹底的に止めようとするだろう」（「米中５G 戦争」Wedge．19.1）	

★米中が鎬を削る量子コンピュータの世界でも中国が一歩リードのようだ。中国はすでに衛星墨

子号を介して絶対解読不能とされる量子暗号による大陸間通信に成功（１７年９月２７日、中国―

オーストリア間で大陸横断ビデオ会議を行った＜遠藤誉『中国製造２０２５の衝撃』１９６頁＞）

し、浮上することなく何か月も活動できる潜水艦の加速器への実用化にも成功している（前掲誌）。

４５年ごろとされるシンギュラリティ（人工知能が人間の知能を超える）時代に向けて、量子テク

ノロジーの米中競争は一段と激しくなっていくとみられる。	

	

②	「一帯一路」イニシアティブ	

また２０１３年に習近平によって提唱された「一帯一路」構想（Belt＆Road	 Initiative）は、

アジア、アフリカ、欧州をつなぐ陸と海の現代版シルクロードを再構築し、人類文明の発祥地、世

界のハートランド（中心地域）と言われながら低開発地域に甘んじてきたユーラシアを構造改革し、

再び世界の中心に変革していこうとする史上空前の壮大な構想であり、これが進めば米国は新世界

の辺境にされかねないと受け止められている。	

	

「一帯一路」の沿線国人口は４４億（世界の６０％）、GDP は２１兆ドル（同３０％）だが、広

大な低開発地域を抱え、インフラ需要は巨額に達する。中国はこの構想を「中国と全世界との経済

協力だけでなく、グローバル・ガバナンスの変革や人類運命共同体の構築を進めるもの」と位置づ

け、「共に話し合い、建設し、シェアする」との理念を掲げ、１７年５月、北京に 30 か国の首脳、
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1500 人の関係者を集めて開かれた「第１回一帯一路国際会議」を機に正式に始動させた。★この４

月に第２回を予定	

	

最近の実績を見ると、「すでに１００以上の国や国際組織が「一帯一路」の建設を支持し、参加

しており、中国とこれらの国との貨物貿易総額は５兆ドルを超えている・・対外直接投資は６００

憶ドルを超え、現地に２０万人以上の雇用、数十億ドルの税収増をもたらした・・（そして）「一帯

一路」は国連総会や安保理の決議にも加えられ、国際的に認められている」（CRI	 18.8.28）、「中

国から欧州に通じる列車も、１８年上半期だけで５９％増の４４７５便に達し、延べ数は９０００

便以上になっている」と報告されている。（同 18.8.24）。	

	

この構想には米欧日中心に批判や否定的意見が多い。「実現可能性が低い」「沿線国を債務奴隷に

するものだ」等々だ。事実、財政上の理由から計画を取りやめたり、縮小したりする国も出ている

（マレーシア、ミャンマー、スリランカなど）。空前の大構想であり、「百年の計」とも言われる大

事業だから数多くの紆余曲折があるのは当然だが、この大構想の意義や価値を貶めるものではない。	

	

王義ウエイ（木偏に危、中国人民大学教授）の解説（『「一帯一路」詳説』（日本僑報社	 2017.12）

によれば「一帯一路」は政策の意思疎通、インフラの接続、貿易の円滑化、資金の融通、民心の交

流の「５通」によって、古代シルクロードの現代化、中国化、大衆化をはかるものであり、中華民

族の偉大な復興という「中国の夢」と人類運命共同体という「世界の夢」をつなぐものだ。	

	

③	「一帯一路」の文明史的意義	

それはさらに①「中国文明の転換」という歴史的任務を担っており、沿海部と内陸部、北部と南

部、都市と農村、海洋と陸地の間の分断、格差、支配と従属の関係を変革し、リバランスを図るこ

と。②ユーラシア大陸を、人類文明の中心に回帰させること。③人類文明を革新し、西洋と東洋、

先進国と途上国の分断、格差、支配と被支配の関係を変革し、グローバルリバランスの実現をめざ

すものである。	

	

また英国の中国研究者トム・ミラーも「一帯一路」の歴史的意義について次のように書いている。

「国家としての中国は、最初に統一されてから２０００年後になっても、まだ無傷で残り、ライバ

ルはなかった…中国はまぎれもなくアジアを率いる大国で、陸と海にまたがる広大な地域を支配し、

文化的にも影響力をもたらした。つまり、中国はかつて世界が見たことのないスケールの文明を築

いていた・・・しかしそれからほんの数十年間に…中国の地位が崩壊していく（そのきっかけがア

ヘン戦争だった）」「この＜国家的屈辱の世紀＞を頭に入れておかないと、習近平主席の＜チャイ

ナ・ドリーム＞への共鳴を理解することは不可能だろう・・・（そしていまや）時間をかけて地盤

を築いた中国は、ついに現代世界の大国としての地位をつかみ取る決意を固めた（のだ）」（『中国

の「一帯一路」構想の真相』原書房 18.5）	

	

むすび	
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中国の世界史的な台頭は、米欧先進国に対し、米国の世界覇権の崩壊だけでなく２００年余にわ

たる西洋文明、文化の世界支配（それは戦争と略奪、支配と搾取の血塗られた歴史でもある）が衰

退し、終焉するかもしれないという危機感を掻き立てている。その意味で、米中新冷戦は単なる貿

易戦争ではない。政治、外交、軍事（サイバーや宇宙を含む）、科学技術、世界のリーダーシップ

をめぐるトータルな「力くらべ（戦争なき覇権戦争）」が最終局面を迎えつつあることを示してい

る。それは同時に、西洋対東洋（非米欧）、先進国対新興国・途上国の「力比べ」の最終局面でも

あり、「米国一極支配」後の新しい世界―多極共存型世界（新しい世界秩序・戦争のない世界）へ

の陣痛の苦しみでもある。この痛みはトランプ・米国が、中国の台頭はいかなる力を以てしても抑

えがたく、中国の言う「新型の大国間関係」を構築し、世界の平和、安定、繁栄のため、米中が協

力して共に大国の責任を果たしていく以外にないことを、はっきり自覚する日まで続くだろう。そ

れにはなお、複数のデケードを要するかもしれない。	

	

★最後に一言、最近、元仏大使・小倉和夫さんの『日本の「世界化」と世界の「中国化」－日本

人の中国観２０００年を鳥瞰する』を読んだが、この中で「日本は１００年かけて自らを西洋化し

たのに対して、中国は、２００年、３００年かけて西洋を中国化しようとする考えであったとみな

してもあながち間違えではない」と思うといっているのが注目される。	

アジアサイエンスパーク協会名誉会長	

 


